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〜就業促進イベント参加者へのアプローチの⼯夫〜
次のステップへつなげるために

２０２０年３⽉



1



2

はじめに

平成30年７⽉に厚⽣労働省が発表した「第７期介護保険事業計画に基づく介護⼈材の
必要数について」では、2025年度末における介護⼈材の需要の⾒込みは約245万⼈、平
成28年度の介護⼈材の供給数は約190万⼈であることから、2025年度末までに新たに約
55万⼈の介護⼈材を確保する必要があります。

こうした状況に対して、国では総合的な介護⼈材確保対策の主な取組みの⼀つとして、
「多様な⼈材の確保・育成」を掲げており、具体的な今後さらに講じる主な対策に「中
⾼年齢者等の介護未経験者に対する⼊⾨的研修を創設し、研修受講後のマッチングまで
を⼀体的に⽀援」することとしています。

本事業は上記を踏まえ、介護業界への多様な⼈材の参⼊促進を図るため、その中でも
主に介護未経験の⾼齢者を対象とし、地域の介護事業所との効果的なマッチングの⽅策
を調査しました。また、調査にあたっては、福祉⼈材確保の中核的な役割を担う「都道
府県福祉⼈材センター」（以降、⼈材センター）が各地域での上記マッチングの実現に
重要な役割を果たすことから、⼈材センターの⾼齢者及び地域の事業者への更なる効果
的なアプローチ⽅法の検討に資することを⽬的としています。

本事例集は、介護未経験者を対象とした介護に関する⼊⾨的研修（以下︓⼊⾨的研
修）を中⼼に、⾼齢者の介護事業所への就業を⽬的としたイベントに取組む⼈材セン
ターや業界団体等へヒアリングを⾏い、イベント参加者への就業に向けた継続した働き
かけ等について、ノウハウや着眼点の参考となる事例を収集し、取りまとめたものです。
本事例集が⼈材センターの⾼齢者向けイベント等アプローチ⽅法の検討において、参考
としてご活⽤いただけましたら幸いです。

なお、本事例集の作成にあたり、本⽂記載の⼈材センターや業界団体、及び⾃治体の
⽅々から多⼤なご協⼒をいただきました。

この場を借りて厚く御礼申し上げます。

令和２年３⽉
MS&ADインターリスク総研株式会社
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事業概要・本事例集の活⽤⽅法

本事例集は、令和元年度社会福祉推進事業「福祉分野への参画を希望する元気⾼齢者と地域の事業
者との効果的なマッチング⽅策に関する調査研究事業」において、介護の仕事未経験者（以下、未経
験者）を対象とした⼊⾨的研修を中⼼に、⾼年齢者の介護事業所への就業を⽬的としたイベントに取
組む⼈材センターや業界団体等の事例を取りまとめ、全国の⼈材センターのイベント参加者への就業
促進のための効果的なアプローチ⽅法の検討に資することを⽬的に作成しました。

（１）調査対象

⼊⾨的研修等の未経験者を対象としたイベントに取組んでいる⼈材センターや業界団体等から、
検討委員会意⾒も踏まえ以下の4か所を選定。

事例
No 取組主体 イベント種類

（⼊⾨的研修or独⾃イベント）

Ⅰ 医療法⼈緑の⾵ ⽼⼈保健施設いこいの森
（三重県⽼⼈保健施設協会）

Ⅱ 社会福祉法⼈神奈川県社会福祉協議会
かながわ福祉⼈材研修センター

Ⅲ 社会福祉法⼈埼⽟県社会福祉協議会
埼⽟県福祉⼈材センター

Ⅳ 埼⽟県 ⾼齢者福祉課 介護⼈材担当

（２）実施⽅法

上記選定した対象への調査は訪問によるヒアリングを実施した。主なヒアリング項⽬は以下の通り。

①⼊⾨的研修等の未経験者向けイベント開催の概要
②上記イベント実施直後の参加者への働きかけ
③②のうち、すぐには就労に結びつかない⼈への働きかけ
④関係団体との連携・協働

（３）本事例集の活⽤⽅法

・各⼈材センターが未経験者を対象としたイベント参加者に対する就業促進のためのアプローチを
検討する上で、参考となる⼿法及びポイントを掲載しています。

・まずは、各事例で共通して⾒られた⼯夫や考え⽅を整理した「取組みの実践にあたってのポイン
ト」（P.４~5）をご⼀読いただいた上で、各事例を読み進めていただくと、より効果的です。

・また、本調査は「⾼齢者」を対象としておりますが、本事例集に掲載された事例のポイントは
⼦育てを終えた⼥性や他業種からの転職等、幅広い⼈材の確保にも活⽤が可能です。ぜひ参考に
してください。

⼊⾨

独⾃

独⾃

⼊⾨
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取組みの実践にあたってのポイント

●イベント参加者を就業へ結びつけていくためのアプローチについ
て、⼈材センター等のヒアリングを通じて聴取した取組みから、共
通して⾒られた⼯夫を以下の４つのポイントで整理しました。

Point
１

就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

Point
２

⼀体的なイベント企画・運営による
強固な導線の構築

■⾼齢者に対しては、介護（福祉）⼈材として求められていると
感じられるような企画・広報が必要です。

■イベントでは、⼈材センターによるガイダンス等を通じて、
「無資格・未経験」でも就業できることを伝え、求職者の不安を

軽減しましょう。

■地域の⾼齢者が⼿に取りやすい、⽬に⼊りやすい広報⼿段を
検討しましょう。

■イベント参加から施設⾒学・職場体験等の次のステップを踏む
までに期間が空くと、参加者の意欲が下がる恐れがあります。

■スムーズに参加者を就業に誘導できるよう「イベント」「相談
会」「施設⾒学・職場体験」を⼀体的に企画・運営することを
検討しましょう。
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Point
３

参加者のニーズを確実に聴取し、
状況に応じて介護の仕事と関わり⽅を提案

Point
４

地域のネットワークを活⽤した
広報と参加者フォロー

■⼊⾨的研修等のイベント参加者は、家庭介護の勉強のために
参加した等で必ずしもすぐに就業にはつながらない場合が
あります。

■また、就業意欲があっても希望する施設の求⼈事情と合わない
等ですぐさま就業できない場合もあります。

■上記のような場合でも、柔軟に介護の仕事との関わり⽅を提案
し、将来の状況変化によって就業する道を途絶えさせないよう
にしましょう。

■⼈材センターの⼈員は限られているため、各地域での多数の
イベント開催・運営は⾮常に苦労されていることでしょう。

■地域で検討・実施した⽅が効果的な広報等については、⾃治体
や各市町村社会福祉協議会、ハローワーク等の関係機関と連携
して取組むことを検討しましょう。
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事例紹介
（各事例の全体像）
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・事前説明会では、いこいの森で説明会参加者41名、うち求⼈への申込者は25名、
最終的な採⽤者は7名であった。

・他施設でも20名〜40名程度の説明会参加があり、それぞれ5〜10名の採⽤へ結び
ついている。

7

医療法⼈緑の⾵ ⽼⼈保健施設いこいの森
（三重県⽼⼈保健施設協会）

事例Ⅰ

１．背景・⽬的
・医師である施設⻑の診察を受けている⾼齢者から、「元気で働きたいのに働き⼝が

ない」との声があった。
・いこいの森では、これを契機に介護職員の負担軽減を⽬的として、「無資格者でも

できる業務」を切りだし、その担い⼿として「介護助⼿」という新たな職種を創出。
採⽤を開始した。

２．事例の概要

・介護助⼿の採⽤にあたって、採⽤を希望する施設ではそれぞれ事前説明会を開催。
・説明会開催の広報は、三重県⽼⼈保健施設協会で作成した共通のチラシを使⽤。
・チラシの配布⼿段や配布先は各施設へ任されている。
・説明会参加者の中で当該施設への就業を希望する⾼齢者がいた場合は、後⽇⾯談を

⾏う。

３．事例の成果

４．特筆すべき取組み

取組みの実践にあたってのポイント 取組みの概要 掲載

取組み①
Point１
就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

元気⾼齢者に対象を絞って説明会を
開催 Ｐ.１２

取組み②
Point１
就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

地域の⾼齢者に合った広報⼿段を
活⽤ Ｐ.１４

取組み⑧
Point３
参加者のニーズを確実に聴取し、
状況に応じて介護の仕事と関わり⽅
を提案

参加者の要望を聴取しリスト化
継続的なアプローチを実施 Ｐ.２７
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・平成30年度は県内5か所で開催し、100⼈程が研修を修了した。
・このうち、7割程度が届出制度への登録を実施した。
・また、複数名の修了者が介護施設等での就業に結び付いている。

8

社会福祉法⼈神奈川県社会福祉協議会
かながわ福祉⼈材研修センター

事例Ⅱ

１．背景・⽬的
・⼊⾨的研修の開催を通じて、介護に興味を持つ⾼齢者等と⼈材研修センターの

繋がりをつくることを⽬的として、創設当初の平成30年度から受託した。

２．事例の概要

・令和元年度は県内8ヵ所で実施
・上記のうち5か所の開催にあたっては、開催地域の市町村社会福祉協議会（以下、

市町村社協）と連携し、研修運営の⼀部を委託している。
・研修修了者には、アンケートと併せて求職登録及び介護福祉⼠等届出制度（以下、

届出制度）を案内し、センターから継続して情報提供等をできるようにしている
・研修を開催したエリアでは、後⽇に出張個別相談会を開催する等して受講後の

フォローを⾏っている。

３．事例の成果

４．特筆すべき取組み

取組みの実践にあたってのポイント 取組みの概要 掲載

取組み⑤
Point２
⼀体的なイベント企画・運営による
強固な導線の構築

修了者が次のステップへ移る際の
様々な負担を軽減 Ｐ.２０

取組み⑦
Point３
参加者のニーズを確実に聴取し、状
況に応じて介護の仕事と関わり⽅を
提案

就職⽀援ガイダンスで、修了後の
様々なステップを明⽰ Ｐ.２４

取組み⑨
Point４
地域のネットワークを活⽤した広報
と参加者フォロー

市町村社協と連携し、効果的・効率
的に研修を実施 Ｐ.３０
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・平成23年度の全体参加者数は30名程度であったが、平成30年度では全体参加者数
が100名ほどになった。

・また、平成30年度参加者の2割程度が就業に繋がった。そのほとんどが無資格・
未経験者であった。

・座談会形式の導⼊によって、求職者の不安軽減や疑問解消に繋がっている。また、
座談会での意⾒交換が就業の後押しになったとの声もあった。

9

社会福祉法⼈埼⽟県社会福祉協議会
埼⽟県福祉⼈材センター

事例Ⅲ

１．背景・⽬的
・平成23年度から福祉職に1歩踏み出せない求職者に向けて、「就職チャレンジ応援

プログラム」（以下、チャレンジP）を企画した。

２．事例の概要

・チャレンジPはハローワークと共催し、各回定員は30名で年10回開催している。
・プログラムは回ごとにテーマを定めており、「基礎コース」「介護資格取得⼊⾨

コース」「ミドル・シニアコース（50歳以上を対象）」に分かれている。
※参考資料１（P.23）を参照

・「基礎コース」「ミドル・シニアコース」では、現場職員との座談会を企画する
ことで、求職者が⽣の声を聴けて、求⼈票には書いていないことも質問できるよう
にしている。

・各回に参加した求職者にはそれぞれ担当のキャリア⽀援専⾨員が付き、最終就職
までの⽀援を⾏う。

・参加者には直後に必ず施設⾒学を勧めている。
・⾒学は主にチャレンジPへ講師を派遣いただいた施設へお願いしている。

３．事例の成果

４．特筆すべき取組み

取組みの実践にあたってのポイント 取組みの概要 掲載

取組み③
Point１
就業への不安を軽減する企画とアプ
ローチ対象に合った広報⼿段

現場職員との座談会を企画し、求職
者の不安や疑問を解消 Ｐ.１５

取組み④
Point２
⼀体的なイベント企画・運営による
強固な導線の構築

ハローワークと連携し、効果的な研
修運営を実施 Ｐ.１８
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・平成30年度は200名超が修了し、半数ほどが就業に⾄った。

10

埼⽟県 福祉部⾼齢者福祉課事例Ⅳ

１．背景・⽬的
・平成28年度から県で実施している「⾼齢者等介護職員就労⽀援事業」の１つの

コンテンツとして、⼊⾨的研修を取り⼊れた。
・そのため、初年度開催時から⾼齢者の就労⽀援を軸に考え、実施している。

２．事例の概要

・県事業であるため毎年公募で委託先を決定。平成30年度から⺠間の⼈材派遣会社
が受託している

≪委託会社にて実施している⼊⾨的研修の内容≫
・研修を「アクティブシニア介護チャレンジ」と称し、⼊⾨的研修４⽇間と職場⾒

学・職場体験１〜２⽇間の計1週間程度としている。
・研修は職場体験を含むため、1回の参加者は10名程度と少⼈数に設定。
・1回が少⼈数のため、県内８か所で開催回数を多くしている。
・研修会開催の広報・集客に⼒を⼊れており、新聞折込チラシ等の様々な⽅法で

参加者を集めている。

３．事例の成果

４．特筆すべき取組み

取組みの実践にあたってのポイント 取組みの概要 掲載

取組み⑥
Point２
⼀体的なイベント企画・運営による
強固な導線の構築

研修受講から就業へ誘導しやすいプ
ログラムの企画 Ｐ.２２

取組み⑩
Point４
地域のネットワークを活⽤した広報
と参加者フォロー

地域住⺠への広報を⾃治体がフォ
ロー Ｐ.３１
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実践のポイント別
各取組み紹介

Point
１

就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

①元気⾼齢者に対象を絞って説明会を開催

②地域の⾼齢者に合った広報⼿段を活⽤

③現場職員との座談会を企画し、求職者の不安や疑問を解消
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Point
１

就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

取組み①︓元気⾼齢者に対象を絞って説明会を開催

医療法⼈緑の⾵ ⽼⼈保健施設いこいの森（三重県⽼⼈保健施設協会）

イベントの対象者を限定することで我が事に思ってもらい、未経験者や
無資格者、⾼年齢者が参加しやすくする⽬的

⽅法 １．元気⾼齢者（60歳〜75歳）を募集していることを明記

・介護助⼿を募集するにあたり、チラシでは60歳〜75歳と年齢帯を⽰して募集した。
※参考資料１（P.13）を参照

・これによって、年齢が制限となって「働き⼝がない」と考えていた⾼齢者に
「⾃分たちも働ける」と興味を持ってもらえた。

２．チラシには元気⾼齢者が就業にあたって気になる点を網羅

・興味を持ってもらうだけでなく、「⾃分たちも働ける」「働きたい」と思って
もらうために、チラシには以下のような情報を盛り込んだ。

 介護助⼿は、お部屋の掃除等の「介護の補助的な周辺作業」を⾏うこと

 介護施設で働くことにより、「介護」を学べること

 働くことで「介護予防」につながること

 地域社会を作る意義のある役割であること

取組主体

成果
（効果）

■対象を絞ってチラシに明記したことで、いこいの森では事前説明会に
40名を超える参加者が集まった。

■「介護の補助的な業務を担うこと」をアピールしたことで、就業への
ハードルが下がり、上記参加者のうち半数以上が求⼈申込に⾄った。
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＜事前説明会案内チラシ（上︓表⾯、下︓裏⾯＞

⾼齢者を求めて
いることを明⽰

地域を⽀える
役割であること
をアピール

介護の補助的業務
であり、資格が
必要な難しい仕事
ではないことを

アピール

「働きながら介護を
学べる」や「介護予
防（認知症予防）に
繋がる」といった
メリットをアピール

求める年齢帯を
明⽰

13

参考資料１
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Point
１

就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

取組み②︓地域の⾼齢者に合った広報⼿段を活⽤

医療法⼈緑の⾵ ⽼⼈保健施設いこいの森（三重県⽼⼈保健施設協会）

説明会に参加して欲しい地域の⾼齢者に合った広報⼿段を活⽤し、
開催の情報を対象の⼿元に届きやすくする⽬的

⽅法 １．地域の⾼齢者の集客のため、「紙媒体」かつ「地域密着」の広報
⼿段を活⽤

・イベント開催に関わる広報⼿段としては、各所へのチラシ設置や法⼈ホーム
ページへの掲載等が考えられた。

・いこいの森では、近隣にある団地に⾼齢者が多く住んでいることから、施設
周辺の地域に住む⾼齢者を対象として広報⼿段を検討した。

・検討の結果、以下のように広報を実施することとした。
 新聞折込チラシでの広報を実施。

 新聞は朝⽇新聞と中⽇新聞の2紙を選定。配布先は16,000世帯ほど。

 配布タイミングは説明会開催の1週間前の⼟曜or⽇曜の朝刊に1回だけ⼊れる

取組主体

成果
（効果）

■説明会開催の1週間前の新聞の折り込みチラシ1回で40名以上の参加
者があり、求⼈の申込者も6割以上ある。
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Point
１

就業への不安を軽減する企画と
アプローチ対象に合った広報⼿段

取組み③︓現場職員との座談会を企画し、求職者の不安や疑問を解消

社会福祉法⼈埼⽟県社会福祉協議会 埼⽟県福祉⼈材センター

・介護（福祉）の仕事に対する就業への不安を軽減する
・現場職員とのコミュニケーションによって、現実的に就業を検討して

もらう

⽬的

⽅法 １．双⽅向のコミュニケーションで求職者の不安や疑問を解消

・平成23年度の開始当初は、「現場職員の体験発表」や「施設⻑による採⽤者
⽬線での就活のポイント」のように、求職者は講師の話を聞くだけの内容で
あった。

・⼀⽅的な内容であったため、改めて最終就職までのマッチングを重視し、平成
26年度から内容を変更した。

・座談会形式でのセミナーを企画し、講師となる現場職員と参加者で双⽅向に
コミュニケ―ションが取れるようにした。

・座談会を円滑に進めるため、以下のような⼯夫をしている。
 参加者の要望に合わせて、⾼齢・障害等の種別でグループ分けをしている

 現場職員からは「働く喜び・施設での働き⽅や考え⽅・施設が求める⼈物像」
をテーマに、⾃⾝の1⽇の業務内容や体験談等を中⼼に、座談会の冒頭で説明し
てもらう

取組主体

成果
（効果）

■平成23年度の全体参加者数は30名程度であったが、平成30年度では
全体参加者数が100名ほどになった。

■平成30年度参加者の2割程度が就業に繋がった。そのほとんどが無資
格・未経験者であった。

■座談会形式の導⼊によって、求職者の不安軽減や疑問解消に繋がって
いる。また、座談会での意⾒交換が就業の後押しになったとの声も
あった。
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＜福祉業界就職チャレンジプログラムチラシ（表⾯）＞

現場職員を招いた
座談会を企画

上半期5回、
下半期5回の
計10回開催

プログラム内に
は55歳以上の求
職者を対象とし
たコースを創設

16

参考資料２
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実践のポイント別
各取組み紹介

Point
２

⼀体的なイベント企画・運営による
強固な導線の構築

④ハローワークと連携し、効果的な研修運営を実施

⑤修了者が次のステップへ移る際の様々な負担を軽減

⑥研修受講から就業へ誘導しやすいプログラムの企画
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Point
２ ⼀体的なイベント企画・運営による強固な導線の構築

取組み④︓ハローワークと連携し、効果的な研修運営を実施

社会福祉法⼈埼⽟県社会福祉協議会 埼⽟県福祉⼈材センター

・求職者へのイベント周知を広く⾏って、参加者を集める
・イベントをハローワーク窓⼝にある建物で実施することで、

施設⾒学等へスムーズに移⾏させる

⽬的

⽅法 １．ハローワーク窓⼝等で求職者へイベント周知を依頼

・チャレンジPの参加者募集のため、以下のハローワーク窓⼝等で上期・下期の
2回に分けてチラシを置いていただく等の協⼒を得た。

■県内公共職業安定所（埼⽟労働局含む）
■県内ハローワークプラザ
■マザーズハローワーク
■県内ふるさとハローワーク

２．相談窓⼝のある建物内でイベントを開催

・チャレンジPの各回は、ハローワークが所在する建物内に会場を設けて実施。
※参考資料３（P.19）を参照

・イベント後に就業に興味を持った参加者がいれば、すぐに同建物内にある窓⼝
へ誘導。次のステップである施設⾒学や職場体験の申し込みがその場でできる。

・イベント参加から次のステップに移⾏するまでに間が空いたり、⼈材センター
等の窓⼝が⾃宅から遠くにあると、機会を逸してしまう可能性がある。

・そこで、イベント参加から間を空けずに負担も少ない⽅法で次のステップへ
移⾏できる流れを構築した。

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度参加者の2割程度が就業に繋がった。
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＜福祉業界就職チャレンジプログラムチラシ（裏⾯）＞

ハローワークが
所在する建物を
会場としている

同建物内に⼈材
センター出張窓
⼝があり、プロ
グラム参加者を

誘導

19

参考資料３
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Point
２ ⼀体的なイベント企画・運営による強固な導線の構築

取組み⑤︓修了者が次のステップへ移る際の様々な負担を軽減

社会福祉法⼈神奈川県社会福祉協議会 かながわ福祉⼈材研修センター

修了者が次のステップへ進むためにかかる時間や⼿間を減らし、
より就業に結び付きやすくする⽬的

⽅法 １．資格届出・求職登録のための独⾃エントリーシートを作成

・修了者へ次のステップに繋がる情報を提供するために、「福祉のお仕事」への
資格届出や求職登録が必要。

・しかし、研修当⽇は修了者が登録作業をする時間がない。また、⾼齢者はWeb
の登録作業を負担に思う⽅が多い。

・そこで、紙の独⾃エントリーシートを作成。記⼊項⽬は求職登録に必要な最低
限の項⽬とした。※参考資料４（P.21）を参照

・記⼊者の承諾を得られれば⼈材センターが代⾏登録できる仕組みとし、修了者
の求職登録作業の負担を軽減した。

・また、シートは複写式にして、記⼊者控えと⼈材センター提出分を分けること
で個⼈情報取得に配慮した。

２．研修を開催した地域で出張相談会や施設⾒学会を企画

・修了者は次のステップへ移る相談をするために⼈材センターの窓⼝へ訪問する
必要がある。

・これには時間的負担（移動時間）や精神的負担（交通費などの費⽤、訪問の
⽇程調整等）が⼤きい。

・そのため、⼈材研修センターを介した就業に向けた活動に踏み出しづらくなる。
・そこで、研修の開催地域で出張個別相談会や施設⾒学会を企画した。
・これによって、時間的負担や精神的負担を軽減し、次のステップへ移⾏しやす

くした。
・また、開催⽇程も研修修了直後に設定することで、介護の仕事に興味を持った

修了者がすぐに次のステップを踏めるよう⼯夫した。

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度の⼊⾨的研修の修了者の7割程度が届出制度への登録を
実施した。

■複数名の修了者が介護施設等での就業に結び付いている。
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＜ 「福祉のお仕事」求職登録 エントリーシート＞

登録に必要な最低
限の項⽬に限定

シートは複写式
であり、個⼈情
報の取り扱いに

も配慮

⼈材センターに
よる代⾏登録の
許可を得る

21

参考資料４



22

Point
２ ⼀体的なイベント企画・運営による強固な導線の構築

取組み⑥︓研修受講から就業へ誘導しやすいプログラムの企画

埼⽟県 福祉部⾼齢者福祉課

研修と施設⾒学・職場体験を⼀体化して、修了後に就業へ結びつけやす
くする⽬的

⽅法 １．⼊⾨的研修と施設⾒学・職場体験をパッケージ化

・⼊⾨的研修と施設⾒学・職場体験を合わせた1週間程度のカリキュラムを作成。
※参考資料７（P.32）を参照

・開催場所によっては、介護施設を会場として午前に講義を⾏い、午後に職場体験
を実施するといったカリキュラムの⼯夫をしている。

・「研修」と「施設⾒学・職場体験」を⼀体化することで、期間を空けずに就業に
向けたステップを踏むことができ、地域の事業者とのマッチングにスムーズに
移⾏できる

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度は200名超が修了し、半数ほどが就業に⾄った。
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実践のポイント別
各取組み紹介

Point
３

参加者のニーズを確実に聴取し、状況
に応じて介護の仕事と関わり⽅を提案

⑦就職ガイダンスで、終了後の様々なステップを明⽰

⑧参加者の要望を聴取しリスト化。継続的なアプローチを実施
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Point
３

参加者のニーズを確実に聴取し、状況に応じて介護の
仕事と関わり⽅を提案

取組み⑦︓就職⽀援ガイダンスで、修了後の様々なステップを明⽰

社会福祉法⼈神奈川県社会福祉協議会 かながわ福祉⼈材研修センター

・研修修了後の就業に向けた次のステップをイメージしやすくする
・すぐには就業に結び付かなくとも、他の選択肢を提⽰することで、

「介護の仕事」との関わりを絶やさない

⽬的

⽅法 １．修了後の就職⽀援の流れを⽰し、施設⾒学・職場体験へ繋げる

・カリキュラムは基本の21時間に、独⾃に振り返りと就職⽀援ガイダンスを
加えた23時間とした。

・ガイダンスでは、主に以下のような内容を説明し、研修修了後の次のステップ
が具体的にイメージできるようにしている。※参考資料５（P. 25〜26）を参照

■研修修了後の介護福祉⼠等届出システムへの登録
■⼈材センターを介した事業所とのマッチングの流れ
■仕事探しのポイント（施設⾒学・職場体験の推奨）
■「初任者研修」及び「ボランティア、助け合い活動」の紹介
■求⼈票を探す際に知っておくべき⽤語の解説

２．就業以外の「介護の仕事」に関われる選択肢を⽰す

・⼊⾨的研修受講者のニーズは、就業に限らず「家庭介護の勉強がしたい」等
もあり、想定以上に広かった。

・そのため、修了者全員がすぐさま就業に向けた次のステップへはつながらない
ことが分かった。

・⼀⽅で、研修を通じて「介護」や「介護の仕事」を学んだ修了者は、中⻑期的
には状況や⼼境の変化によって、就業に結び付く可能性のある候補者であると
捉えた。

・そこで、⼀度できた繋がりを絶やさないことが重要と考え、「介護の仕事」に
関われる他の選択肢（ボランティアや地域の助け合い活動）も案内することと
した。

・これらの案内は上記ガイダンスで⾏うが、市町村社協と連携している会場では、
市町村社協の担当者からボランティア登録等を案内する時間も設けている。

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度の⼊⾨的研修の修了者の7割程度が届出制度への登録を
実施した。

■複数名の修了者が介護施設等での就業に結び付いている。



25

＜令和元年度⼊⾨的研修就職⽀援ガイダンス説明スライド（抜粋） ＞

修了者の希望別に、
初任者研修やボラ
ンティア等地域活
動の選択肢を提⽰

修了後の資格届出
から就業等への
流れを提⽰

施設⾒学や
職場体験を推奨

ボランティアをしな
がら、「⾃分にでき
そうか」や「この施
設と合うか」を⾒極

めるよう説明

25

参考資料５
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＜令和元年度⼊⾨的研修就職⽀援ガイダンス説明スライド（抜粋） ＞

求⼈票を探すにあ
たって、知ってお
くべき⽤語の意味

等を解説

施設種別や勤務
形態ごとの1⽇
のスケジュール

を例⽰

就業にあたって
のメリットや
特徴を例⽰

26

参考資料５
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Point
３

参加者のニーズを確実に聴取し、状況に応じて介護の
仕事と関わり⽅を提案

取組み⑧︓参加者の要望を聴取しリスト化。継続的なアプローチを
実施

医療法⼈緑の⾵ ⽼⼈保健施設いこいの森（三重県⽼⼈保健施設協会）

就業にあたっての要望がその時の施設事情と合わなかった求職者でも、
⼈員の異動・退職等があった際に再度アプローチできるようにする⽬的

⽅法 １．参加者へアンケートで働きたい曜⽇や時間帯を聴取

・説明会では、参加者へアンケートを実施
・記載項⽬に「働きたい曜⽇や時間帯」を設けて、要望を確認している。

※参考資料６（P.28）を参照
・また、参加者へ「早朝と⼣⽅は⼈⼿が⾜りない」旨をアナウンスし、あらかじ

め施設側希望を伝えている。

２．聴取した要望をリスト化し、採⽤候補として継続したアプローチ
を実施

・説明開催時の施設事情と働きたい曜⽇等の要望が合わないこともある。
・そこで、アンケートで聴取した情報をリスト化し、先々で⼈員の異動や退職に

よって空きが出た際に、リストからマッチする対象者にアプローチしている。
・アンケートを記⼊してもらう際には、「追加募集時に改めて連絡してよいか」

を確認している。

取組主体

成果
（効果）

■事前に参加者に「働きたい曜⽇や時間帯」の要望を確認することで、
施設事情とのミスマッチを未然に防ぐことができ、リスト化すること
で、移動や退職によって空きが出た際に対象者にアプローチできるよ
うになった。
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＜事前説明会参加者アンケート＞

連絡先を聴取し、
リスト化。

説明会では⼝頭で
追加募集時に連絡
してよいか確認

就業にあたって、
希望の曜⽇・
時間帯を聴取

28

参考資料６
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実践のポイント別
各取組み紹介

Point
４

地域のネットワークを活⽤した
広報と参加者フォロー

⑨市町村社協と連携し、効果的・効率的に研修を実施

⑩地域住⺠への広報を⾃治体がフォロー
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Point
４ 地域のネットワークを活⽤した広報と参加者フォロー

取組み⑨︓市町村社協と連携し、効果的・効率的に研修を実感

社会福祉法⼈神奈川県社会福祉協議会 かながわ福祉⼈材研修センター

・⼈材センターの限られた⼈員で、多くの地域で研修を開催し、受講者
を集める

・修了者のほとんどは居住地域で就業を希望するため、地域の関係機関
でもフォローできる体制をつくる

⽬的

⽅法 １．地域で検討・実施した⽅が効果的な事項を市区町村社協へ委託

・⼈材センターの限られた⼈員で、複数の地域での研修運営や受講者募集を⾏う
ことは限界がある。

・そこで全８か所のうち５か所について、研修運営の⼀部を開催地域の市町村社
協へ委託し、効率的に複数の地域での研修運営を⾏えるようにした。

・研修運営の中で「会場の確保」や「研修の広報・集客」等は、地域の状況を
把握している市町村社協の⽅が効果的な⽅法を検討・実施できると考え、委託
している。

・なお、研修カリキュラムや研修テキストは⼈材研修センターにて作成し、
開催地ごとに内容に差が出ないようにしている

２．修了者のほとんどが居住地域で就業を希望することを⾒据えての連携

・研修受講者の⼤半は開催地域周辺の住⺠であり、「⾃宅に近い場所で働きたい」
と考える求職者は多い。

・そのため、市町村社協と連携することで、ボランティアへの登録や事業所への
求⼈等で修了者をフォローしてもらう。

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度の⼊⾨的研修の修了者の7割程度が届出制度への登録を
実施した。

■複数名の修了者が介護施設等での就業に結び付いている。

■各地での開催を通じて、市町村社協や講師を派遣した地域所在の事業
所を知ってもらえるため、修了後のフォローにも繋がっている。
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Point
４ 地域のネットワークを活⽤した広報と参加者フォロー

取組み⑩︓地域住⺠への広報を⾃治体がフォロー

埼⽟県 福祉部⾼齢者福祉課

説明会に参加して欲しい地域の⾼齢者が集まる場所へチラシ掲⽰等をす
るため、委託会社が⾨前払いとならないよう⾃治体がフォローする⽬的

⽅法 １．公的施設等へのチラシ配布・掲⽰ができるよう、⾃治体がフォロー

・研修会開催の広報・集客に⼒を⼊れており、以下のように幅広い広報⼿段を
取っている。

■市町村の広報誌への掲載
■新聞への折り込み
■公⺠館のイベント等で県庁職員が話す
■ハローワークへのチラシ共有、各所へのポスター掲⽰ 等

・上記のようなハローワークとのチラシ共有、公⺠館等公共施設へのポスター掲⽰
については、⺠間会社から依頼しても⾨前払いとなる可能性がある。

・そのため、必要に応じて県から関係各所へ事前に⼀報を⼊れる等した

取組主体

成果
（効果）

■平成30年度は200名超が修了し、半数ほどが就業に⾄った。
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＜ 「アクティブシニア介護チャレンジ」案内チラシ＞

対象者を「60
歳以上」かつ
「施設での就
業希望者」と
限定して明⽰

⼊⾨的研修と
⾒学・体験を
⼀体化した
プログラム

原則担う
仕事は周辺
業務である
ことを明⽰
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次のステップへつなげるために
〜就業促進イベント参加者へのアプローチの⼯夫〜

発⾏⽉︓令和2年（2020年）３⽉
発⾏者︓MS&ADインターリスク総研株式会社

令和元年度 ⽣活困窮者就労準備⽀援事業費等補助⾦ 社会福祉推進事業
「福祉分野への参画を希望する元気⾼齢者と地域の事業者との

効果的なマッチング⽅策に関する調査研究事業」


